
令和８年度高畠町省エネ診断支援事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、脱炭素社会の実現に向け、二酸化炭素排出量の削減を促進するため、

省エネ診断等を受ける者に対し、予算の範囲内で交付する補助金に関し、高畠町補助金

等の適正化に関する規則（昭和４４年１２月規則第１８号。以下「規則」という。）に定

めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において「省エネ診断等」とは、次に掲げる省エネルギーのための改善

提案をいう。 

（１）一般財団法人省エネルギーセンターが実施する省エネ最適化診断 

（２）省エネお助け隊（経済産業省資源エネルギー庁の地域プラットフォーム構築事業に

採択された者をいう。）が実施する省エネ診断 

（３）前２号と同水準の改善提案で町長が認めるもの 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次のいずれにも該当する者とする。 

（１）町内に主たる事業所又は事務所を有し、事業を行う法人であること。 

（２）町税等の滞納がないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、省エネ診断等に係る診断料とする。ただし、

消費税は対象外とする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の１０分の１０以内の額とし、５０，０００円を限

度とする。ただし、診断料の額が５０，０００円未満である場合は、当該額から１００

円未満の端数を切り捨てた額とする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和８年度高畠

町省エネ診断支援事業費補助金交付申請書（別記様式第１号）を提出しなければならな

い。 

２ 補助金交付申請書の提出期間は、令和８年７月１日から令和９年２月２６日までとし、



添付すべき書類は、次のとおりとする。 

（１）診断機関が発行する見積書の写し 

（２）その他町長が必要と認める書類 

 （交付決定） 

第７条 町長は、前条第１項の補助金交付申請書の提出があったときは、これを先着順に

受け付けるとともに、速やかにその内容を審査し、適当と認めるときは、予算の範囲内

で、補助金の交付を決定する旨を、当該申請者に通知するものとする。 

２ 規則第８条の規定による交付の決定の通知は、令和８年度高畠町省エネ診断支援事業

費補助金交付決定通知書（別記様式第２号）によるものとする。 

（内容の変更等） 

第８条 前条の規定による交付決定の通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）が、

当該交付決定に係る補助対象事業（以下「補助事業」という。）の内容について規則第７

条第１項第１号のいずれかに該当する変更をしようとするときは、令和８年度高畠町省

エネ診断支援事業費補助金事業計画変更等承認申請書（別記様式第３号）に関係書類を

添付して、町長に提出し承認を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請書の提出があった場合は、速やかにその内容を審査し、

変更を承認するときは、令和８年度高畠町省エネ診断支援事業費補助金事業計画変更承

認通知書（別記様式第４号）により、中止を承認するときは、令和８年度高畠町省エネ

診断支援事業費補助金交付決定取消通知書（別記様式第５号）により、それぞれ当該交

付決定者に通知するものとする。ただし、変更を承認する場合において、既に、交付決

定した補助金額の増額は行わないものとする。 

（実績報告） 

第９条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、速やかに令和８年度高畠町省エネ診

断支援事業費補助金実績報告書（別記様式第６号）を町長に提出しなければならない。  

２ 補助事業実績報告書の提出期限は、補助事業完了の日から起算して原則として３０日

を経過する又は令和９年３月３１日のいずれか早い日までとし、添付すべき書類は、次

のとおりとする。 

（１）診断機関が発行する省エネ診断等の報告書の写し 

（２）補助対象経費を支払ったことが分かる書類の写し 

（３）その他町長が必要と認める書類 



３ 町長は、補助事業実績報告書の提出を行った者に対し、必要に応じて補助事業に関す

る書類の提示を求めることができる。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 町長は、補助事業実績報告書の提出を受けた場合においては、当該書類の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により補助事業の要件及び補助金の交付の条件に適合

するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、速やかに交付すべき補助

金の額を確定し、当該交付決定者に通知するものとする。 

２ 規則第１５条の規定による額の確定の通知は、令和８年度高畠町省エネ診断支援事業

費補助金の額の確定通知書（別記様式第７号）によるものとする。 

 （補助金の支払） 

第１１条 補助金は、前条の補助金の額の確定を通知した後に支払うものとする。 

 （決定の取消し等） 

第１２条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金

の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるもの

とする。 

（１）偽りその他不正な手順により補助金の交付決定又は額の確定を受けたとき。 

（２）その他町長が補助金の交付決定又は額の確定を取り消すことが適当と認めるとき。 

（協力の要請） 

第１３条 町長は、この要綱の規定により補助金の交付を受けて省エネ診断等を実施した

者に対し、事業効果等に関する資料の提供その他の協力を要請することができる。 

 （その他） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

 


